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1 沖縄戦とポツダム宣言
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沖縄戦とポツダム宣言１

 沖縄戦も、ポツダム宣言も、その基本的な目的は：

戦争を早期に終わらせることだった

 ただし、各自が設定した条件の下で

 戦争とは国家間の紛争 → 互いの交際の条件がかみ合わず、武力行
使により解決を求める

 平和の主要なポイントは、国家同士の交際の条件が合うことである

 「無条件降伏」においても、国際法や人道上の「条件」がある



沖縄戦1

 沖縄戦争における日本軍の目的：本土決戦を阻止

 沖縄本島で徹底した持久戦
 米軍の上陸を阻止しない

 南部の地下壕の陣地に立てこもり、米軍の南下に徹底抗戦

 住民の戦争への「根こそぎ動員」
 飛行場や陣地の建設

 17歳以下の少年・少女も含めて、防衛隊に召集

 首里城での陣地への米軍の侵入を2か月にわたり阻止し、米軍の想定
外の苦戦を招く
 5月18日から30日まで、米軍の側面攻撃に耐えきれず、窮地に追い込まれる

 日本軍は5月31日までに首里の陣地を放棄し南部に撤退



沖縄戦の全貌



沖縄戦 首里から南への後退（6/1の様子）

防衛庁防衛研修所戦史室『戦史叢書11 沖縄方面陸軍作戦』朝雲新聞社、1973年、559頁。



沖縄戦 南部への撤退 （喜屋武・津嘉山間の距離）



ポツダム宣言の形成１

 米国のポツダム宣言の目的も本土決戦を阻止することだった

 そもそも「無条件降伏」の起源が、1943年のカサブランカ会談にお
けるルーズベルト大統領の発言にある

 第一次世界大戦でドイツに譲歩したため、ドイツの本国では戦争の影響
が少なく、その後にナチズム、反ユダヤ主義、軍国主義の復活につながる

 ポツダム宣言の作成は、ナチス・ドイツの敗戦の日（5月8日）から
始まる

 切っ掛けは、戦争情報局からの提案

 国務省の宣言発信の模索



大統領記者会見

RG165 E0421 B504 F09 D387 Japan (15 FEB 45) S1、ウィキペディア

 5月8日 大統領記者会見で日本への
メッセージ

 日本軍の無条件降伏は、日本国民に
とって何を意味するか。

 それは、戦争の終りを意味する。

 それは、日本を現在の破局の淵へと導い
た軍事指導者の影響力の終焉を意味
する。

 それは、陸海の兵士たちが家庭、田畑、
職場へ帰還する準備を意味する。

 そしてそれは、日本国民が勝利の希望
なく受けつづけている現在の苦難と苦悶
(くもん)を、これ以上引き延さないことを
意味する。

 無条件降伏は、日本国民の絶滅や奴
隸化を意味するものではない。



ポツダム宣言の形成１

 5月9日に降伏文書および占領の初期方針の準備し、「無条件降伏」の
具体像はそこで明らかになっていた

 準備している「無条件降伏」を日本に伝えることが得策と再び判断

 大統領の記者会見後に日本政府の対応を確認し、より明確な形で大
統領による宣言を立案し始める

 3週間後に大統領声明案が完成（5月30日、戦没将兵記念日用）

 要点は：軍国主義の根絶、経済の非軍事化、戦争犯罪人の処罰、民主主
義の確立、国際社会への復帰

 核兵器を示唆する文言は無かった

 陸軍により、沖縄戦が思うように進まず、「時期尚早」として見送られる

五百旗頭真『米国の日本占領政策 ―戦後日本の設計図 下』中央公論社、1985年、172頁。



ポツダム宣言の形成 1

1 SWNCC 149, Reel 14, Microfilm, Martin P. Claussen, Records of the State-War-Navy Coordinating Committee and State-Army-Navy-Air Force Coordinating Committee, 1944-1947, Wilmington: Scholarly Resources, Inc., 1977.
2 Stimson Diary, 29 May 1945, Stimson Papers, Yale Univ. Lib., 5-D-1, Microfiche, Iokibe Makoto ed., Occupation of Japan, Part 1: U.S. Planning Documents, 1942-45, Congressional Information Service, Inc. and Maruzen Co., 1987.

I thought the timing was 
wrong and this was not the 
time to do it

タイミングが悪い、今はそれを発表すべ
きで時はない

… moment in which to demand a 
Japanese unconditional surrender is at 
the time the Okinawa operation has 
progressed sufficiently to insure …

沖縄作戦で勝利が約されたその瞬
間こそ、日本に無条件降伏をつきつ
ける好機であろう。



沖縄戦2 南部への撤退以後

 沖縄戦争における日本軍の目的：米軍に最後まで抵抗

 第32軍は南部への撤退を決定し（5/23）、5月31日まで段階的に実行
 首里・那覇・与那原など、都市部からの避難民が多く混在
 民間人の避難場所を指定し、誘導していなかった
 避難民に対して残虐な手法も使用した

 不意を突かれた米軍はより残虐な戦闘を展開した
 壕で隠れている民間人を殺害
 殺傷力の高い兵器を使用

 日本軍は米軍の本土決戦への決意や条件を阻止できなかった
 5月から九州の爆撃を開始（鹿児島 5/13~、大村 6/13~）

 南部撤退の3週間で甚大な人的被害を招いた（4人に1人戦死）
 5/31までの２ヶ月間で戦死者6万（大半は戦闘員・少年兵含む）
 6/23までの3週間で戦死者7万（月末米軍推定値、大半は民間人）



ポツダム宣言の形成 2

 6月１6日にもう一度、大統領声明の作業に着手
 近づく沖縄戦の終結を契機に日本政府に声明を提示

 同じ会議では、対日作戦に核兵器の使用が検討された

 ６月１８日に大統領が、連合国の宣言として準備しポツダム会談にゆ
だねるべきだと指摘

 ７月２日に大統領に新案を提示
 特徴は：連合国の英国、中国、ソ連を加え、君主制の存続を盛り込む

 ７月２６日のポツダム会談後に宣言し、中身は次の通り
 ソ連を削除、君主制を削除、日本政府(の存続)を挿入、核兵器への曖昧な表

現を盛り込んだ

 宣言が日本政府に「ブロードなステートメント」であることから「黙殺」され、
戦争を長引かせた

Tsuyoshi Hasegawa, Racing the Enemy: Stalin, Truman, and the Surrender of Japan, Cambridge: Harvard University Press, 2005, 135; 写真：ウィキペディアより



ポツダム宣言

外務省編 『日本の選択 第二次世界大戦終戦史録 2中巻』山手書房新社、1990年、687頁。

米、英、支三国宣言（千九百四十五年七月二十六日「ポツダム」ニ於テ）

（前略）

六、（中略）日本国国民を欺瞞し之をして世界征服の挙に出づるの過誤を犯さしめたる者の権力及勢
力は永久に除去せられざるべからず。

七、（中略）日本国領域内の諸地点は吾等の茲（ここ）に指示する基本的目的の達成を確保するた
め、占領せらるべし。

八、「カイロ」宣言の条項は履行せらるべく又日本国の主権は本州、北海道、九州及四国並に吾等の決
定する諸小島に局限せらるべし。

九、日本国軍隊は完全に武装を解除せられたる後各自の家庭に復帰し、平和的且（かつ）生産的の生
活を営むの機会を得しめらるべし。

十、吾等は日本人を民族として奴隸化せんとし又は国民として滅亡せしめんとするの意図を有するものに非
ざるも、吾等の俘虜を虐待せる者を含む一切の戦争犯罪人に対しては厳重なる処罰を加へらるべし。日本国
政府は日本国国民の間に於ける民主主義的傾向の復活強化に対する一切の障害を除去すべし。言論、宗
教及思想の自由並びに基本的人権の尊重は確立せらるべし。

十一、日本国は其の経済を支持し且公正なる実物賠償の取立を可能ならしむるが如き産業を帷持するこ
とを許さるべし。但し日本国をして戦争の為再軍備を為すことを得しむるが如き産業は此の限に非ず、右目的
の為原料の入手（其の支配とは之を区別す）を許可さるべし、日本国は将来世界貿易関係への参加を許さ
るべし。

十二、前記諸目的が達成せられ且日本国国民の自由に表明せる意思に従ひ平和的傾向を有し且責任
ある政府が樹立せらるるに於ては、連合国の占領軍は直に日本国より撤収せらるべし。

十三、吾等は日本国政府が直に全日本国軍隊の無条件降伏を宣言し、且右行動に於ける同政府の誠
意に付適当且充分なる保障を提供せんことを同政府に対し要求す。右以外の日本国の選択は迅速且完全
なる壊滅あるのみとす。



ポツダム宣言

U.S. Department of State, Foreign Relations of the United States 1945, Volume IV, Washington, DC: U.S. Government Printing Office, 1969, p. 525.



沖縄戦とポツダム宣言 結論

 沖縄戦の終結が初期の大統領宣言案のために切っ掛けを作った

 しかし、沖縄戦の長期化により大統領の対日宣言は見送られるこ
ととなった

 もう一度、検討されることとなった時に核兵器の準備との関わりが
濃厚となり、沖縄戦が終結してからも、対日宣言は発表されず連
合国間協議の対象となった

 本土決戦を先送りする目的を持った沖縄戦の南部への拡大は、
皮肉にも本土の被害を増大させ、核兵器使用の建前を容易にし
た



2 戦争終結時の原爆と沖縄
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戦争終結の延長

 戦争を終結し、平和を再び生み出すには交戦国間の合意が欠か
せない

 「無条件」を前提にして合意形成を図るのは困難

 大戦終結への道のりは2つの原爆投下から始まることとなったが、合
意形成には想定されていない展開があった

 合意形成は2つの段階に分かれた

 ポツダム宣言の受諾

 降伏文書の調印



ポツダム宣言の受諾まで

 長崎原爆投下の当日、8月9日夜11時50分に政府は御前会議
を開催し、戦争の遂行はこれ以上困難と判断した

 日本政府の「了解」として、「天皇の国家統治の大権」が盛り込まれた

 8月12日午前0時45分に米国の「バーンズ回答」を傍受

 天皇の権限は、米国の「制限の下にあり」

 「最終の日本国の政府の形態」は日本国国民の自由に表明する意思
により決定

 8月14日朝10時40分に御前会議で受諾を決定

 戦争終結の合意形成には5日間も要し、民間人の被害を拡大



降伏文書の調印

 戦争終結に関する合意形成はその後も継続

 8月14日の通知を受けて米国で降伏文書を確定
 降伏文書、総司令官任命書、詔書、一般命令第1号

 8月19日にマニラ会談で日本政府への降伏文書を手交

 9月2日に降伏文書に調印するが、未調整の問題が発覚

 9月7日に沖縄での降伏調印式により戦争の終結を迎える

 核爆弾の無差別爆撃で始まった「無条件降伏」の合意形成は、
沖縄をめぐる合意により妥結した



2 二つの降伏文書

1945年9月2日付降伏文書、戦後-X0001-000001、【外交史料館、資料コード：B19020468300】
1945年9月7日付降伏調印文書【沖縄県立公文書館、資料コード：0000017549】



3 初期核戦略と米軍基地
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米軍基地と核戦略

 平和を維持するには、国家同士の交際の条件が合う状態を維持
する必要がある

 国際的な交際における合意を維持するには米国が1945年に考え
たことは2つある

 米軍の世界基地網の構築

 核兵器の配備および使用に関する構想



米軍基地

 米国は独立以来、伝統的に孤立主義を選択する国だったが、戦後には孤
立主義の跡形もなく、国際秩序に深く関与した

 きっかけは、真珠湾の攻撃と南太平洋戦争である

 ハワイとオーストラリアとの連絡航路は太平洋米軍の再建の命綱で、日本軍
の急速な南進で遮断の危機にさらされる

 島伝いの基地建設は、戦後連合国軍と信託統治構想と連動するようになる

 沖縄戦で米軍が多数の飛行場を日本軍から奪取し、その時点では日本の
降伏・占領までの「暫定基地」として位置づけた

 しかし終戦時に考えが逆転し（8/31）、米軍が沖縄基地を「最重要基
地」に位置づけ（10/23）、1946年以降は「信託統治」を検討

 平和の維持には構成国同士の交際条件の合意が欠かせないが、米軍の
海外基地網の妥当性は内外的に常に厳しく問われていく



第4章 米軍基地

Enclosure based on JCS 570/40, 14 November 1945, Appendix “A” – U.S. Strategic Areas and Overseas Bases (Chart), JWPC 361/10, 2 November 1945, “Attributes of United States Overseas Bases,” CCS 360 (12-9-42) sec 10, JCS Central-
Decimal File, RG218, NARA II

沖縄

南太平洋諸島



米軍基地 （読谷飛行場）

Headquarters Tenth Army, Congressional Party, Tour of Island Construction Projects, 30 August 1945, in ABC 384 Ryukyus (18 July 44) Sec. 1-F, “ABC” File, RG 165, NARAII.



米軍基地 （普天間飛行場）

Headquarters Tenth Army, Congressional Party, Tour of Island Construction Projects, 30 August 1945, in ABC 384 Ryukyus (18 July 44) Sec. 1-F, “ABC” File, RG 165, NARAII.



米軍基地

20 May 1946, Tab to Annex “E” Appendix,“ CCS 360 (12-9-42) sec 13, JCS Central-Decimal File, RG218, NARA II



戦後の核戦略と沖縄

 核爆弾を独占した米国はその使用や管理について、戦後の政軍関係をめぐって激しい対立の
場のなった

 軍が戦前の脆弱な軍隊と孤立主義への回帰を阻止しようし、終戦後の早い段階で基本軍事
政策の作成に着手し、国民に膨張した国防の維持を理解させようとした（10月27日、海
軍記念日における大統領演説）
 国際連合の下での安全保障；敗戦国の占領；ラテンアメリカとの「特殊な関係」 ；本土、属領、フィ

リピンの防衛
 終戦直後に軍の膨大な規模や軍事費に対して世論が厳しい批判を展開していた

 機密と指定していた9月19日の「米軍配備戦略及び計画」及び「米国軍事政策」では軍がさ
らに踏み込んだ検討をしていた
 積極的防衛の必要性を指摘し、単独行動に出ることも想定
 戦時中に獲得した基地をはじめ、世界における基地の獲得を目論み、基地権という概念を導入した
 新型兵器（核兵器含む）の開発について把握し、自国の優越性を保持
 必要があった場合先制攻撃ができる態勢を整備

 その後の核兵器開発及び管理は軍から離れたが、軍の関与は続いた

 沖縄基地への配備は現在では1954年12月以降とされる



米国戦後軍事政策

JCS 1518, 19 September 1945, in ABC 092 (18 Jul 45) Sec 1-A, “ABC” File, RG 165, NARAII

1945年9月19日、米軍配備戦略及び計画

合衆国軍事政策の前提 （附属資料B）

2． （前略） そのような条件の下、我が政府は必要に応じて、先制攻撃を含めて準備をし、迅速な政策判断を行うべきで
ある。

3．以上に基づき、合衆国軍事政策の前提は以下の通り

基本軍事政策

軍事的な準備体制を維持することにより国家政策および国際公約を保持し、国家の利益を確保・増進し、合衆国の安全を保
障する。

総合軍事政策

次の目的のために、必要に応じて合衆国の軍事力を用いて迅速かつ効果的な軍事行動を取る準備態勢を整える。

a. 合衆国、準州、属領、租借地、信託統治領、およびフィリピン諸島の安全を保障する。

b. 西半球における国際平和を他のアメリカ大陸の諸国との共同で、又必要な場合単独で確保し維持する。

c. 国際連合の加盟国として国際平和および安全を保障する公約を果たす。

d. 連合国と協力し、敗戦した敵国に課した条件を執行する軍事的な公約を果たす。

e. 潜在的な敵国に対して合衆国を最高の相対的優位体制の状態で維持する。

主要軍事施策

c. 合衆国、準州、属領、租借地、信託統治領における重要区域を保持し、新型兵器による攻撃を含めて、潜在的な敵国
の攻撃に対抗する。

f. 海外基地を構築し、我が機動部隊を支援し、適正に武装、防備し、迅速に拡大できる態勢で維持する。



米国戦後軍事政策と核兵器

1 JCS 1496/2, 17 September 1945, in ABC 092 (18 Jul 45) Sec 1-A, “ABC” File, RG 165, NARAII
2 JCS 1518, 19 September 1945, in ABC 092 (18 Jul 45) Sec 1-A, “ABC” File, RG 165, NARAII

新型兵器の開発

必要に応じて先制攻撃
をはかる

適正な海外基地システム

核兵器

新型兵器

そもそも（核兵器）は戦略的な兵器
であり、敵国領土内の陸上産業集結
地を標的とするのに適している。



米軍基地と核の歴史 （沖縄）

DOD, Office of the Assistant to the Secretary of Defense (Atomic Energy), History of the Custody and Deployment of Nuclear Weaponｓ: July 1945 through September 1977, 
February 1978、B-4.



おわりに
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結論

 戦争と平和は国際社会の構成員の合意によるものである

 ポツダム宣言の形成で見たように、戦争における合意は極めて図り
難い
 米国が「無条件降伏」にこだわった理由は戦後の軍国主義の復活を阻

止するためだった

 そのような態度は日本政府の反発を招き、合意のハードルを高め、民間
人の人的被害を招いた

 平和における合意は社会構成員の交際の条件次第である
 交際の条件は、過去の経験や認識に裏付けられている

 本土で戦闘を経験していない日本と沖縄の戦争の記憶が乖離している

 沖縄本島の面積は日本の1/300なのに、基地の7割を負担

 戦争を終結できていない日本および周辺諸国にはもう一度、1945年に
立ち換えて考える必要があろう



ご清聴ありがとうございます
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